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政策渉外部Activity 活動報告

日 本 とEUは2022年 に「 日EUデ ジ タ ル パ ー ト ナ ー

シップ」に合意し、半導体・AI・5G/6G・量子など先端

技術分野の協力を推進しています。本年5月の閣僚級会

合では、研究・イノベーション協力、デジタルガバナン

スの形成、重要技術の強靭性促進、等に合意し、その

後7月の首脳協議で設立された「日EU競争力アライア

ンス」で「日EUデジタルパートナーシップ」の意義も明

記されました。10月15日、豊かで持続可能な未来に

向けて「日EUデジタルパートナーシップ」が目指すべ

き次元について、官民が参加する対話イベントが開催

されました。

日欧政府代表、産業界代表が参加し、デジタルパー

トナーシップについて、最新の成果と今後の協力の方

向性について下記のような活発な議論がおこなわれま

した。

1. デジタルパートナーシップの現状と意義

•2022年以降、複数の首脳・閣僚級会合でビジョンが具

体化。

•半導体、海底ケーブル、デジタルID、AI安全性、デー

タスペースなどで協力が進展。

•国際情勢の不安定化を背景に、日EUが共通の価値観（人

間中心・民主主義・法の支配）を軸にデジタル協力を強化

する重要性が増大。

•データフロー拡大、相互運用性、サプライチェーン強

靭化などが産業界から期待が高い重要領域。

2. プレゼン・パネルディスカッションの主な論点

デジタルパートナーシップの成果

•「日EUデジタルパートナーシップ」においては、技術

競争力、安全保障、グローバルデジタルガバナンス、

AI安全性、Digital ID、データスペース、半導体サプ

ライチェーン・レジリエンス、6G/量子協力、等が重要

トピック。

•日EU協力は包括的で機動的に動いており、特に半導体・

海底ケーブル・IDなど戦略協力は着実に進んでいる。

•Catena‑X×ウラノスの相互接続実証、6G・量子研究、

OECD枠組みなど具体的成果が増加。

•日EU貿易はEPA締結後拡大傾向。

課題

•今後は投資の予見可能性を高め、政府・産業界との連携

をより強固にする必要。

•今後も官民対話・共同プロジェクトを拡充すべき。

•実質的成果の拡大、官民のより深いシームレス協力が

今後の課題。

•データ共有はまだ十分ではないとの指摘も。

•欧州の産業競争力にはパートナーが不可欠。

•規制だけに依存せず、日本の柔軟なアプローチを参考

にしたい。

•米国へのクラウド依存・AIチップ依存への懸念。

AI・6G・量子など先端分野への影響

•規制だけでは技術は育たない。

•相互利用可能な研究資金（例：Horizon Europe）や公

共調達の相互認証を求める声。

日EUデジタルパートナーシップ・セミナー開催
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•公共部門と企業の協力によりパイロットを加速させる必要。

規制協力

•データスペースは各国モデルが異なるため、統一は容

易でないが、OECDが新たな国際協力枠組みを準備中。

•AI法のアプローチは異なるが協調が不可欠。

将来の方向性

•公共データ共有によるイノベーション推進。

•AI標準化、サイバーセキュリティ成果物の公開、日EU

共同投資による大規模プロジェクトなどが期待。

3. クロージング（JEITA）

最後に、JEITAの執行理事より下記内容のクロージン

グ挨拶が行われました。

•日EUは共通の価値観を軸に、デジタル分野で世界的な

課題に連携して取り組む姿勢を強めている。

•AI、量子、6Gなどの先端分野や、データ流通・サイバー

安全保障での協力が今後の鍵。

•官民が連携し、持続可能で信頼性の高いデジタル社会

を構築することが両者の共通目標である。

日EUデジタルパートナーシップ・セミナー開催

■日時：2025年10月15日（水）17:00 ～ 18:30 
■場所：駐日EU代表部
■共催：電子情報技術産業協会、日欧産業協力センター
■出席者：
•Jean-Eric Pacquet, 駐日欧州連合代表部 特命全権大使
•池田 満 デジタル庁 参事官（国際戦略担当）
•Olivier Bringer, Head of Unit for International Affairs and Policy Outreach, Directorate-General for Communications 
Networks, Content and Technology, European Commission, European Commission（オンラインによる登壇）

•Cecilia Bonefeld-Dahl, Director General, DIGITALEUROPE 
•Sebastiano Toffaletti, Secretary General, European Digital SME Alliance 
•Marco Canton, Chair of Digital Innovation Committee, JBCE
•生貝 直人 一橋大学大学院法学研究科ビジネスロー専攻 教授（モデレータ）
•執行 裕子 電子情報技術産業協会 理事
•Peter Fatelnig, 駐日欧州連合代表部 Minister Counsellor, Science, Innovation, Digital and other EU policies（全体MC）


